
ち

A」としました。

施策

づ

の方向性の進捗状況
施

く

策の方向性 2018年

り

度 2019年度 202

総

0年度 2021年度 2

計

022年度
(1)産前

掲

・産後の切れめない支

載

援を進め

Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ａま

頁

す

(2)安心して子育

4

てができるよう支援し

4

Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂます

(3)

、

地域で妊産婦および乳

4

幼児期の親子

Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ

5

Ａを支えるしくみづく

１

りを進めます

市民の意

．

識 2017年度 201

子

9年度 2021年度

4

育

3.7% 43.1% 4

て

8.6%子育てがしや

支

すいまちであると感じ

援

ている市民の割合

の充実 担当部局 こども未来部

施策名 関連部局
地域のなかで、まわりの人々に支えられ、喜びや楽しさを感じながら安 こども未来部、教育委員

会

心して妊娠・出産・子育てができるよう取り組みます。

総合評価
2018年度 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度

Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ａ
総合評価の理由

子育て支援の充実のために
○関係部局・関係機関が連携した妊娠届出時から子育て期にかけて切れめない支援体制づくりを推
進し、市独自の不妊症検査・治療助成事業や不妊症・不育症専門相談を開始したほか、産後ケアの
利用時間・実施医療機関を拡充するとともに、育児支援家庭訪問で継続している家庭を対象に、専
門的相談支援に加え、育児及び家事援助の支援を開始し、保護者の育児不安、育児負担等の軽減に
つなげました。保護者の支援ニーズが多様化するなか、産後ケア事業の充実や今後の育児及び家事
援助支援の方向性の整理等

2

に取組みます。
〇保育

0

所の新規整備や幼稚園

2

の認定こども園化等に

3

より、保育定員を22

年

6人分確保するととも

度

に、
保育定員確保緊急

政

対策事業を実施し、多

策

様な手法により保育定

評

員の確保を進めたが、

価

令和5年4月1
日の国

（

基準に基づく待機児童

施

は南部を中心に9人と

策

なりました。南部にお

）

いて既存の保育所等の

シ

受
け入れ枠拡充や民間

ー

保育所等の新増設に向

ト

けた準備など、短期・

（

中長期的な対策を進め

2

るとともに
、令和5年

0

度実施予定のニーズ等

2

調査により地域ごとの

2

人口動態や保育ニーズ

年

を見極め、多様な手
法

度

による保育定員の確保

実

を進めます。
〇養育費

施

確保のための弁護士費

分

用を補助し、ひとり親

）

家庭を支援しました。

章

〇「とよなか子育て応

第

援団」のPR冊子・動

1

画の作成や「とよふぁ

 

み」の発信強化、子育

章

て支援セン
ターほっぺ

 

南部分室開設等、地域

子

子育て支援センターに

ど

おける地域支援力と保

も

育の質向上など子育
て

・

支援を充実しました。

若

　以上のことから、今

者

後も社会情勢や子育て

が

世帯のニーズの変化等

夢

を見極め、保育定員の

や

確保や子
育て支援サー

希

ビスの充実等に対応し

望

ていく必要があります

を

が、この5年間で安心

も

して妊娠・出産・
子育

て

てができるよう取組み

る

が進んでいることから

ま

、施策全体の評価は「



ち

教育の充実のための取

づ

組みは進んでおり、I

く

CT活用の体制構築、

り

中学校全員給
食の開始

総

、4年生までの35人

計

学級編制、5・6年生

掲

での小学校高学年教科

載

担任制の実施、放課後

頁

や土
日を活用した自宅

4

学習の支援など、児童

6

・生徒が学びを深めら

、

れる環境が進んだこと

4

により、施策
全体の評

7

価は「A」としました

、

。

施策の方向性の進捗

4

状況
施策の方向性 20

8

18年度 2019年度

２

2020年度 2021

．

年度 2022年度
(1

保

)保育や幼児教育の充

育

実を進めます

Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ

・

Ａ
(2)子どもたちの

教

学びを高める環境づく

育

Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ａりを進めま

の

す

(3)子どもたちを

充

育む学校・家庭・地域

実

Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ａの連携を進

担

めます

市民の意識 20

当

17年度 2019年度

部

2021年度

40.5

局

% 40.7% 46.5

教

%保育・教育環境が充

育

実していると感じてい

委

る市民の割合

員会

施策名 関連部局
子どもたちが健やかに成長・発達していくよう、乳幼児期から義務教育 人権政策課、こども未来

部、教育委員会

期まで発達段階に応じた連続性のある保育・教育を充実し、子どもたち

の「人とつながり、未来を切り拓く力」が育まれるよう取り組みます。

総合評価
2018年度 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度

Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ａ
総合評価の理由

保育・教育の充実のために、
〇教育保育環境ガイドラインの活用促進や園評価の実施状況の市ホームページ公開、研修会・意見
交換会の実施等、教育・保育の質向上のための取組みを実施するとともに、とよなか保育士助成金
や就職フェアなど保育士確保のための事業を実施しました。
〇学びを高める環境づくりについては、市独自の取組みにより、全小学校の4年生までの35人学級
編制、5・6年生で小学校高学年教科担任制の実施を

2

することにより、児童

0

・生徒が学びを深めら

2

れ
る環境を実現しまし

3

た。また、外国語教育

年

では、外国人英語指導

度

助手派遣を拡充すると

政

ともに、教
職員研修及

策

び公開授業を実施し、

評

英語教育の充実を図り

価

ました。さらに、児童

（

生徒一人一台タブレ
ッ

施

ト端末を活用し、教員

策

のICT指導力の向上

）

や児童・生徒の情報活

シ

用能力の向上に取り組

ー

むととも
に、臨時休業

ト

時のオンライン授業配

（

信等の子どもたちの学

2

びを継続できる体制を

0

構築しました。
○支援

2

学級在籍児童生徒の増

2

加に伴い個々の状況に

年

応じた支援のための介

度

助員配置を進めました

実

。
〇中学校全員給食を

施

2学期から開始し、栄

分

養バランスの取れた給

）

食の提供、学校給食を

章

活用した食
育の推進等

第

を図りました。
○地域

1

社会全体で子どもたち

 

の学びや育ちを支える

章

コミュニティ・スクー

 

ルの全校設置に向け、

子

小
・中学校4校でモデ

ど

ル校実施を行いました

も

。今後は全校設置をめ

・

ざします。
〇中学生を

若

対象に生徒一人ひとり

者

の学習理解状況に応じ

が

た個別最適な学びの実

夢

現に向け、放課後や
土

や

日を活用しながら自宅

希

学習を支援する放課後

望

・土日学習支援モデル

を

事業を、民間教育機関

も

の社会
資源を活用し中

て

央、千里、庄内の公民

る

館３館で実施しました

ま

。
以上により、保育・



ち

談所の開設準備、ヤン

づ

グケアラーへの支援窓

く

口の設置などが進んだ

り

ことにより、施策全体

総

の評
価は「A」としま

計

した。

施策の方向性の

掲

進捗状況
施策の方向性

載

2018年度 2019

頁

年度 2020年度 20

5

21年度 2022年度

0

(1)子ども・若者が

、

それぞれの力を活か

Ａ

5

Ａ Ａ Ａ Ａし、社会に関

1

わっていくことができ

、

るよ
う支援します
(2

5

)社会的援助が必要な

2

子ども・若者へ

Ｂ Ｂ Ｂ

３

Ｂ Ａの支援を充実しま

．

す

(3)子ども・若者

子

を取り巻く課題に総合

ど

Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ的に対応す

も

るしくみづくりを進め

・

ます

市民の意識 201

若

7年度 2019年度 2

者

021年度

36.8%

支

37.3% 46.0%

援

子ども・若者が地域の

の

なかで、いきいきと活

充

動できていると感じて

実

いる
市民の割合

担当部局 教育委員会

施策名 関連部局
すべての子ども・若者が、希望に満ちた明るい未来を展望しながら健や 人権政策課、都市活力部

、こども未来部、教育委

かに育ち、地域社会の一員として成長し、自立した社会生活を営むこと 員会

ができるよう取り組みます。

総合評価
2018年度 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度

Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ａ
総合評価の理由

子ども・若者支援の充実のために、
〇令和4年4月に不登校支援等機能を持つ「庄内少年文化館」と青少年健全育成機能を持つ「青年の
家いぶき」が統合し「青少年交流文化館いぶき」が開館しました。青少年交流文化館いぶきでは、
不登校児童生徒に対し創造活動や訪問援助等の支援を行うとともに、「高校生パフォーマンスフェ
スタ」をはじめとする様々な主催事業や不登校支援との新たな連携事業を実施したほか、若者支援
総合相談窓口において学齢期か

2

ら若者の社会的自立に

0

向けた切れめのない支

2

援を行いました。
〇放

3

課後の子どもの居場所

年

づくり事業については

度

、三季休業中に事業を

政

実施するとともに、全

策

小学
校で夏季休業中の

評

プール開放事業を実施

価

しました。
○庄内コラ

（

ボセンター内に「こど

施

も・教育総合相談窓口

策

」を開設し、新たな相

）

談機能を整備しまし
た

シ

。
〇要保護児童対策地

ー

域協議会（豊中市子ど

ト

もを守る地域ネットワ

（

ーク）において、精神

2

科医などの
外部スーパ

0

ーバイザーを充実する

2

とともに、子どもの居

2

場所・相談支援拠点モ

年

デル事業の実施や、
子

度

どもの支援情報一元化

実

システムの構築など児

施

童虐待・いじめの防止

分

に向けた取組みを進め

）

ました
。
〇第2期こど

章

もすこやか育みプラン

第

の中間見直しにあわせ

1

、児童相談所開設、ヤ

 

ングケアラー支援
を位

章

置づけました。また、

 

「豊中市児童相談所設

子

置基本計画」を策定し

ど

、相談支援体制の検討

も

など
を進めました。
〇

・

若者支援総合相談窓口

若

において、社会的支援

者

を要する若者の相談に

が

対して、個々の状況に

夢

応じた
情報提供、助言

や

、コーディネート等を

希

行い、若者の社会的自

望

立に向けた支援を行い

を

ました。
以上により、

も

子ども・若者への支援

て

の取組みとして、放課

る

後こどもクラブの充実

ま

に向けた動きや児
童相



総

を進める必要があるこ

計

とから「B」としまし

掲

た。

施策の方向性の進

載

捗状況
施策の方向性 2

頁

018年度 2019年

5

度 2020年度 202

4

1年度 2022年度
(

、

1)多様な福祉ニーズ

5

に重層的に対応し

Ｂ Ｂ

5

Ｂ Ｂ Ｂた福祉コミュニ

、

ティの実現に取り組み

5

ま
す
(2)介護サービ

6

ス基盤の充実を図ると

、

と

Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂもに、高

5

齢者を地域全体で支え

7

る環境づ
くりを進めま

1

す
(3)障害者福祉サ

．

ービスの充実を図ると

自

Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂともに、障

立

害者の社会参加を促進

生

します

(4)セーフテ

活

ィネットとしての社会

支

保障

Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ制度の

援

充実を進めます

(5)

の

就労支援の充実を図り

充

ます

Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ
市民の

実

意識 2017年度 20

担

19年度 2021年度

当

55.3% 57.1%

部

65.3%誰もが安全

局

に安心して暮らせる環

福

境が整っていると感じ

祉

ている市民の割
合

部

施策名 関連部局
個々のもつ力を活かし支えあいながら、住み慣れた地域で、自立して暮 総務部、市民協働部、福

祉部、健康医療部

らせる環境づくりに取り組みます。

総合評価
2018年度 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度

Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ
総合評価の理由

自立生活支援の充実のために
〇多機関協働推進会議を７回開催し、連携し支援を行うことで、複雑・複合化した課題を抱えるケ
ースに対応しました。支援機関の負担を軽減するため、支援方針の共有だけでなく進捗管理を行い
、終結まで支援を継続する仕組みを検討し、令和5年度からは地域共生課のコーディネート機能の
強化に取り組みます。
〇ひとり暮らしの高齢者が安心して暮らせるよう、電球を使った見守りサービスを開始しました。
必要とされる方にサービスを提供できるよう、普及啓発に努めます。
〇一人で通学が困難な障害のある児

2

童・生徒を支援するた

0

め、通学支援サービス

2

を新設しました。
〇障

3

害に関する相談体制を

年

強化するため、日常生

度

活圏域ごとに障害者相

政

談支援センターを設置

策

し、
高齢者の相談窓口

評

である地域包括支援セ

価

ンターとともに、重層

（

的支援体制の整備を進

施

めることがで
きました

策

。
〇国民健康保険では

）

、令和６年度の国民健

シ

康保険制度広域化の完

ー

全統一に向けた例規の

ト

整備を進め
ました。ま

（

た、被保険者のフレイ

2

ル対策、健康づくり及

0

び、医療費適正化を目

2

的として、大阪府の
健

2

康マイレージ事業「ア

年

スマイル」の市独自オ

度

プションにウォーキン

実

グポイントの付与を開

施

始しま
した。
〇就労困

分

難者に対する就労支援

）

及び受け入れ企業の開

章

拓、採用マッチングに

第

より266人が就職に

2

つ
ながりました。また

 

、令和5年2月に庄内

章

コラボセンター内に開

 

設した豊中しごと・く

安

らしセンター
において

全

、今後も就労支援と生

に

活面のサポートを一体

安

的に実施します。
　5

心

年間の取り組みにより

し

、自立生活支援の取組

て

みは進んでいますが、

暮

社会情勢が変化する中

ら

、課
題は複雑・複合化

せ

しており、地域共生課

る

を司令塔とした多機関

ま

連携できる仕組みを確

ち

立させる必要
あること

づ

、制度の狭間にある人

く

の支援が行き届くよう

り

、多機関のデータ連携



総

る取組みとして、大阪

計

府からの委託を受け「

掲

新型コロナウイルス感

載

染症ワクチン接種後
の

頁

副反応に関する相談」

5

について地域医療機関

8

等からの問い合わせ窓

、

口業務を行いました。

5

以上より、オミクロン

9

株の猛威によるコロナ

、

禍において、事業を着

6

実に実施することで市

0

民の心と
体の健康づく

２

りを推進できたことか

．

ら、評価をAとしまし

保

た。

施策の方向性の進

健

捗状況
施策の方向性 2

・

018年度 2019年

医

度 2020年度 202

療

1年度 2022年度
(

の

1)こころと体の健康

充

管理・予防対策を

Ｂ Ｂ

実

Ｂ Ａ Ａ進めます

(2)

担

生活衛生の確保を図り

当

ます

Ｂ Ｂ Ｂ Ａ Ａ
(3)

部

地域医療の充実を図り

局

ます

Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ

市民の

健

意識 2017年度 20

康

19年度 2021年度

医

57.4% 58.8%

療

67.6%保健・医療

部

体制が充実していると

施

感じる市民の割合

策名 関連部局
自身の心身の健康に関心をもって発病や重症化の予防を促進するよう、 福祉部、健康医療部、都

市基盤部、市立豊中病院

それを支える保健・医療体制の質の向上に取り組みます。

総合評価
2018年度 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度

Ｂ Ｂ Ｂ Ａ Ａ
総合評価の理由

保健・医療の充実のために、
○コロナ禍での受診控えが懸念される中、高血圧症や糖尿病等の生活習慣病が新型コロナウイルス
感染症の重症化リスクになることから、SNS、ポスター、医師会との連携等、機会があるごとにけ
んしんの受診勧奨を実施した結果、前年度と同程度の受診率となる見込みです。
〇メンタルヘルス計画に基づき、多機関と協働でメンタルヘルスに関する研修会やゲートキーパー
の養成などの全市職員向け研修などを実施し、参加者数は6,626人で前年度より5,318人増加しまし
た。精神

2

保健相談も739件増

0

加した5,582件と

2

なり、メンタルヘルス

3

ケアの推進につながり

年

ました。
〇豊中市食品

度

衛生監視指導計画に沿

政

った計画的な監視指導

策

により、事業者のHA

評

CCPによる衛生管理

価

を推進した結果として

（

今年度も食中毒の発生

施

を低水準に抑えること

策

ができました。
〇在宅

）

医療・介護連携支援セ

シ

ンター運営事業におい

ー

て医療・介護関係者の

ト

研修会や意見交換会を

（

開
催し、スキルアップ

2

の一助となりました。

0

また、地域包括支援セ

2

ンターと連携しACP

2

啓発を進める
ことで、

年

人生最終段階における

度

受けたい医療・療養や

実

受けたくない医療・療

施

養について関心を持っ

分

ていただけるきっかけ

）

になりました。
〇40

章

代から60代の働き盛

第

りの市民にACPを認

2

知してもらうことを目

 

的に、市と民間事業者

章

との協働
プロジェクト

 

である「アーバンイノ

安

ベーション豊中」に参

全

画し、市職員の実証実

に

験などを通じてAC
P

安

啓発用のボードゲーム

心

を作製したことで、A

し

CP啓発の手段を増や

て

すことができました。

暮

○市立豊中病院では、

ら

新型コロナウイルス感

せ

染症拡大の中でも医療

る

機関訪問を可能な限り

ま

実施する
など、市立豊

ち

中病院の診療体制に関

づ

する情報提供を行いま

く

した。新型コロナウイ

り

ルス感染症
対応に関す



総

ものの、消
防・救急救

計

命体制の充実が着実に

掲

進んでいることから、

載

評価を「Ａ」としまし

頁

た。

施策の方向性の進

6

捗状況
施策の方向性 2

2

018年度 2019年

、

度 2020年度 202

6

1年度 2022年度
(

3

1)救急救命体制およ

３

び防火安全対策を

Ａ Ａ

．

Ａ Ａ Ａ強化します

(2

消

)消防体制を充実強化

防

します

Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ

市民

・

の意識 2017年度 2

救

019年度 2021年

急

度

55.1% 57.3

救

% 63.2%消防・救

命

急救命体制が充実して

体

いると感じている市民

制

の割合

の充実 担当部局 消防局

施策名 関連部局
市民の生活を守る消防・救急救命体制のさらなる充実に取り組みます。 消防局

総合評価
2018年度 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度

Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ
総合評価の理由

　消防・救急救命体制の充実のために、
〇防災基盤（消防車両、耐震性貯水槽）の整備については、消防車両等の更新整備や耐震性貯水槽
の整備を計画に沿って進め、計画に基づく整備数を概ね達成しました。今後、老朽化が進む消防庁
舎の計画的な改修等について検討を重ねつつ、引き続き、消防庁舎、消防車両、消防水利などの防
災基盤の整備を進めていきます。
○消防の広域連携の推進については、池田市との消防指令業務の共同運用及び能勢町消防事務の受
託を計画に基づき遂行しました。また、令和６年度からの豊中市・吹田市・ 池田市・箕面市・摂
津市の５市による消防指令業務の共同運用に向けて、システム

2

構築事業者を選定し、

0

システムの構
築を進め

2

たほか、運用規程等の

3

整備に係る検討を実施

年

しました。今後も引き

度

続き消防資源の効率的

政

な運用を図るため、消

策

防広域の連携を推進し

評

ます。
○応急手当普及

価

啓発等の「救命力世界

（

一」の取り組みの推進

施

については、応急手当

策

率向上のためシ
ニア救

）

命講習を開始するとと

シ

もに、コロナ禍により

ー

大人数の講習が制限さ

ト

れるなか、救命講習受

（

講
者数の大幅な増加を

2

達成しました。また、

0

救急需要対策として救

2

急安心センターおおさ

2

か「#7119
」の利

年

用を促進し、過去最高

度

の利用件数を達成しま

実

した。今後も引き続き

施

、「救命力世界一」の

分

取
り組みを推進します

）

。
○火災予防に関する

章

取組みについては、高

第

齢者に対する火災予防

2

講習や住宅防火対策の

 

推進 、査
察体制の強

章

化など、火災予防に関

 

する取り組みを推進し

安

たことにより、火災発

全

生件数が８年連続で
１

に

００件を下回りました

安

。今後も引き続き、住

心

宅火災による死傷者を

し

減らすため、防火対策

て

強化の
取り組みを継続

暮

的に進めていくととも

ら

に、火災予防体制の充

せ

実を図り、火災の未然

る

防止及び火災に
よる被

ま

害を軽減していきます

ち

。
　以上により、増大

づ

する救急需要に対応す

く

るための救急体制の強

り

化について課題がある



総

、関係機関と連携し啓

計

発を継続し
て行うとと

掲

もに、庄内さくら学園

載

について新たに追記し

頁

た「豊中市通学路交通

6

安全プログラム」に
基

4

づき、交通安全対策を

、

進めます。以上により

6

、安全に安心して暮ら

5

せるまちづくりが着実

４

にすす
んでいることか

．

ら、施策全体の評価を

暮

「A」としました。

施

ら

策の方向性の進捗状況

し

施策の方向性 2018

の

年度 2019年度 20

安

20年度 2021年度

全

2022年度
(1)防

対

災力の充実強化を図り

策

ます

Ｂ Ｂ Ｂ Ａ Ａ
(2)

の

犯罪や消費者被害など

充

の予防、被害

Ａ Ａ Ａ Ａ

実

Ａ拡大防止を図ります

担

(3)交通安全意識の

当

向上を図ります

Ａ Ａ Ａ

部

Ａ Ａ

市民の意識 201

局

7年度 2019年度 2

危

021年度

49.9%

機

49.8% 60.5%

管

防災や防犯、交通安全

理

への対策が充実してい

課

ると感じている市民の

施

割合

策名 関連部局
災害、犯罪、事故などの安全対策を進めるとともに、自ら守る、地域で 総務部、都市経営部、市

民協働部、都市基盤部、

守るという意識の醸成を図ります。 教育委員会

総合評価
2018年度 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度

Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ
総合評価の理由

暮らしの安全対策の充実のために、
〇防災対応においては、防災市民講座では災害時の外国人対応について講演を行い、参加者からは
「災害時の外国人対応の必要性を実感できた」などの感想があり、防災意識の向上を図ることがで
きました。また、とよなか防災アドバイザー派遣制度の利用件数が前年度比４倍になり、地域の機
運を醸成しました。その他、総合ハザードマップの音訳版・点訳版の作成・対象者への配布をはじ
め、旧猪名川に河川監視カメラの設置、避難所の環境改善を行いました。今後は、災害時において
、市民一

2

人ひとりが適切な行動

0

をとれるよう、マイ・

2

タイムラインの普及啓

3

発を行います。
〇防犯

年

については、見守りカ

度

メラ等の管理・運用に

政

より事件の早期解決な

策

どに結びつきました。

評

ま
た、防犯に関するア

価

ンケートを実施するな

（

どカメラ設置に係る効

施

果検証を行いました。

策

今後は、本
検証を踏ま

）

え、関係者と協議・検

シ

討し具体的な更新内容

ー

等を決めます。
〇犯罪

ト

行為により被害に遭わ

（

れた方やそのご遺族に

2

対して、犯罪被害への

0

支援として犯罪被害者

2

等
見舞金事業を創設し

2

、令和５年度より運用

年

します。
〇消費被害対

度

策の充実に向けては、

実

令和４年（2022年

施

）４月からの成年年齢

分

引き下げにあたり、若

）

者に多い消費者トラブ

章

ルを未然に防ぐため、

第

市内高等学校３校にお

2

いて契約上の注意点な

 

どを紹介
する出前講座

章

を実施しました。また

 

、若い世代に対する消

安

費者問題に関するショ

全

ートムービーなど
を活

に

用した啓発を行ったほ

安

か、市内を走る公用車

心

などに中学生がデザイ

し

ンした特殊詐欺啓発ポ

て

スタ
ーマグネットを貼

暮

付するなど周知・啓発

ら

を行いました。
〇交通

せ

安全対策については、

る

外出自粛も緩和された

ま

ため、交通事故の件数

ち

は増加しましたが、交

づ

通
安全教室は対面形式

く

も再開し、実施回数も

り

増加しました。引続き



頁

環境づくりを進めます

6

(3)環境汚染防止対

8

策など生活環境の改

Ｂ

、

Ｂ Ｂ Ａ Ａ善を進めます

6

市民の意識 2017年

9

度 2019年度 202

、

1年度

65.7% 65

7

.9% 70.6%良好

0

な環境が保全され、快

１

適な都市環境づくりが

．

進んでいるまちだと思

快

う市民の割合

適な都市環境の保全・創造 担当部局 環境部

施策名 関連部局
良好な環境が保全され、うるおいのある自然環境や都市のみどりのもと 都市活力部、環境部、都

市基盤部

で、心豊かな暮らしができるよう取り組みます。

総合評価
2018年度 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度

Ｂ Ｂ Ｂ Ａ Ａ
総合評価の理由

快適な都市環境の保全・創造のために、
〇環境学習の推進として実施している「里山デイキャンプ」では、「地域循環型共生圏」の構築な
どを目的に、吹田市・能勢町と合同で開催しました。自然豊かな場所で生き物に触れることを通じ
て、環境の大切さを学ぶことができ、市民の環境保全に関する意識の向上につながりました。また
、環境活動のきっかけづくりを目的としている「とよなか市民環境展」においては、SDGｓを意識
しながら開催することで、来場者アンケートにおいても好評を得ることができ、環境問題を考える
きっかけとなりま

2

した。
○緑化支援事業

0

として新たに実施した

2

「3軒から始まるご近

3

所緑化支援制度」や「

年

生垣・沿道緑化
助成制

度

度」を推進することで

政

、民有地緑化の推進に

策

繋がりました。また、

評

大規模公園である千里

価

中
央公園では、公民連

（

携による再整備を実施

施

し、公園の存在効果や

策

利用効果を引き出すこ

）

とができ、
公園の魅力

シ

向上につながりました

ー

。
○市内の公害の状況

ト

を把握し、公害の防止

（

に必要な措置を講じた

2

ことで、豊中市での環

0

境基準達成
状況は、航

2

空機騒音を除き、ほぼ

2

良好な状態を保ってい

年

ます。また、事業者か

度

ら出される公害に関
す

実

る届出や相談等への受

施

付・審査・改善指導に

分

より、公害発生を未然

）

に防止することができ

章

ました
。
以上により、

第

５年間を通して自治体

3

間連携を強化した環境

 

学習の推進を進められ

章

たこと、また、魅
力あ

 

る公園づくりを進める

活

ため公民連携による再

力

整備事業等を進めるこ

あ

とができたことから、

る

施策
全体の評価を「A

快

」としました。

施策の

適

方向性の進捗状況
施策

な

の方向性 2018年度

ま

2019年度 2020

ち

年度 2021年度 20

づ

22年度
(1)環境政

く

策を推進するための総

り

合的な

Ａ Ａ Ａ Ａ Ａしく

総

みづくりを進めます

(

計

2)自然環境や都市の

掲

みどりを身近に感

Ｂ Ｂ

載

Ｂ Ａ Ａじられる快適な



頁 72、73

２．低炭素・循環社会の構築 担当部局 環境部

施策名 関連部局
市民一人ひとりが、環境にやさしいライフスタイルを実践し、協働して 環境部

環境に配慮したまちづくりに取り組みます。

総合評価
2018年度 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度

Ｂ Ｂ Ａ Ａ Ａ
総合評価の理由

低炭素・循環型社会の構築のために、
〇「第4次豊中市地球温暖化対策実行計画（事務事業編）」を見直し、ゼロカーボンシティの実現
に向け、市の事務事業における温室効果ガス排出量の削減に向けた方向性を明らかにしました。ま
た、市民向けにスマートハウス等支援補助金交付制度を実施し、豊中市域から排出される温室効果
ガスの総排出量の抑制につなげました。
〇食品ロス削減のためのフードドライブやてまえどりキャンペーンの実施のほか、ペットボトル削
減に向けたマイボトルの持参を促進するための給水機の設置など、ごみの減量に取り組みました。
また、事業系ごみ量が微

2

増だったのに対し、家

0

庭系ごみ量が大きく減

2

少したことにより、ご

3

みの焼
却処理量は目標

年

を達成しました。
以上

度

により、５年間を通し

政

て低炭素社会の構築に

策

ついては、2050年

評

ゼロカーボンシティ実

価

現に向け
、新しい目標

（

を設定し取組みを進め

施

ることができました。

策

また、循環型社会の構

）

築については、発
生抑

シ

制・再使用を最優先に

ー

市民・事業者・行政の

ト

協働のもとごみの削減

（

に取り組むことができ

2

たこ
とから、施策全体

0

の評価を「A」としま

2

した。

施策の方向性の

2

進捗状況
施策の方向性

年

2018年度 2019

度

年度 2020年度 20

実

21年度 2022年度

施

(1)低炭素社会の実

分

現に向けた取組みを

Ｂ

）

Ｂ Ａ Ａ Ａ進めます

(2

章

)循環型社会の構築に

第

向けた取組みを

Ｂ Ｂ Ａ

3

Ａ Ａ進めます

市民の意

 

識 2017年度 201

章

9年度 2021年度

5

 

2.9% 54.4% 6

活

2.5%環境にやさし

力

いまちだと感じている

あ

市民の割合

る快適なまちづくり 総計掲載



頁

な

Ａ Ａ Ａ Ａ Ａみちづく

7

り、交通環境づくりを

4

進めます

(3)マイカ

、

ーに頼らなくても移動

7

できる

Ｂ Ａ Ａ Ａ Ａ交通

5

体系の整備をめざしま

３

す

市民の意識 2017

．

年度 2019年度 20

都

21年度

65.3% 6

市

5.4% 71.2%道

基

路・上下水道などが充

盤

実していると思う市民

の

の割合

充実 担当部局 都市基盤部

施策名 関連部局
快適な暮らしを守るために、道路・上下水道などの都市基盤の充実に取 財務部、都市計画推進部

、都市基盤部

り組みます。

総合評価
2018年度 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度

Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ
総合評価の理由

都市基盤の充実のために、
○木造住宅の耐震改修補助、震災対策除却補助については、電子申込による手続きなども可能とし
、補助件数は微増しました。コンクリートブロック塀撤去補助等を行い、まちの安全性の向上に寄
与しました。また、庄内・豊南町地区の木造住宅の除却費補助や道路整備などを実施し、庄内・豊
南町地区の不燃化に寄与しました。今後も建物所有者等に耐震化促進や不燃化に関する普及啓発を
行い、災害に強いまちづくりの推進に向けた取り組みを進めます。
○上下水道施設を整備し、災害や事故に強い施設づくりを進めました。今後も、安定的に財源を確
保しながら、

2

「第２次とよなか水未

0

来構想」に示す施策を

2

進めます。
〇歩道改良

3

実施計画(令和3年度

年

改訂版)に基づく改良

度

工事に取り組み、計画

政

延長23kmの内、こ

策

れま
でに18.7㎞の

評

バリアフリー化が完了

価

しました。
〇マイカー

（

に頼らなくても移動で

施

きる交通体系の整備を

策

図るため、「公共交通

）

改善計画」に基づく
、

シ

具体的な施策として豊

ー

中東西線バスおよびデ

ト

マンド型乗合タクシー

（

の運行について、ダイ

2

ヤや運
行ルートの見直

0

しなど、改善に取組み

2

ました。また、シェア

2

サイクルは実証実験か

年

ら本格化へ移行
し、月

度

の利用回数が事業開始

実

時の約12倍に増加し

施

ました。今後は西部地

分

域のデマンド型乗合タ

）

クシ
ーの路線定期運行

章

の更なる拡大、南部地

第

域のデマンド型乗合タ

3

クシーのルート・停留

 

所の見直し、
豊中東西

章

線バスの車両の大型化

 

など、さらなる交通環

活

境の充実のための施策

力

を進めます。
　以上に

あ

より、５年間をとおし

る

て都市基盤の充実が着

快

実に進んでいることか

適

ら施策全体の評価を「

な

A」としました。

施策

ま

の方向性の進捗状況
施

ち

策の方向性 2018年

づ

度 2019年度 202

く

0年度 2021年度 2

り

022年度
(1)安心

総

して暮らせる市街地の

計

形成を進

Ａ Ａ Ａ Ａ Ａめ

掲

ます

(2)安全で安心

載

して移動できる総合的



頁

た。
以上により、事業

7

全体は順調に進んでい

6

ますが、地域特性を活

、

かした都市の拠点づく

7

りのための取
組みや、

7

社会環境の変化に応じ

、

た住まいの確保策につ

7

いて、さらなる充実が

8

必要であるため、施策

４

全体の評価を「B」と

．

しました。

施策の方向

魅

性の進捗状況
施策の方

力

向性 2018年度 20

的

19年度 2020年度

な

2021年度 2022

住

年度
(1)地域特性を

環

生かした都市の拠点づ

境

く

Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂりを進め

の

ます

(2)社会環境の

形

変化に応じた住まいの

成

確

Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ保を支援

担

します

(3)まちの魅

当

力として継承される住

部

環境

Ａ Ａ Ａ Ａ Ａづくり

局

を進めます

(4)まち

都

の魅力を高める都市景

市

観づくり

Ｂ Ａ Ａ Ａ Ａを

計

進めます

市民の意識 2

画

017年度 2019年

推

度 2021年度

69.

進

4% 69.2% 73.

部

3%住環境が魅力的だ

施

と思う市民の割合

策名 関連部局
良好な住環境を保全・継承し、誰もが快適に暮らしやすい魅力的なまち 都市経営部、都市活力部

、財務部、都市計画推進

づくりに取り組みます。 部、都市基盤部

総合評価
2018年度 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度

Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ
総合評価の理由

○地域特性を生かした都市の拠点づくりについて、千里中央地区の土地区画整理事業の実施に向け
事業者と協議・調整を行うことで事業の推進につながりました。豊中地区では、「豊中駅周辺再整
備構想」の実現に向け、市民参加型ワークショップを実施することで地域が主体となったまちづく
り活動のきっかけにつながりました。就航都市との連携強化と大阪空港や周辺地域の活性化につい
て取り組むとともに、民間活力を生かした原田緑地整備・管理運営事業に向け公募型プロポーザル
方式について公表しました。
○社会環境の変化に応

2

じた住まいの確保につ

0

いて、居住支援協議会

2

では、障害者相談支援

3

センター
との意見交換

年

会により円滑な居住支

度

援の体制強化を行いま

政

した。市営西谷住宅の

策

建替事業について
アド

評

バイザリー業務委託を

価

実施し、実施方針の公

（

表および事業者選定に

施

向けた要求水準書案の

策

作成
を行い、市営住宅

）

長寿命化計画に基づい

シ

た市営西谷住宅建替え

ー

に向けた取組みを進め

ト

ました。
また、4月に

（

策定した豊中市マンシ

2

ョン管理適正化推進計

0

画に基づき、アドバイ

2

ザー派遣や管理組
合用

2

郵便受け設置補助を開

年

始し、市内分譲マンシ

度

ョンの適切な管理に向

実

けた取組みを行いまし

施

た。
○まちの魅力とし

分

て継承される住環境づ

）

くりについて、地区ま

章

ちづくり活動団体の登

第

録、地区まち
づくりル

3

ールの登録により、市

 

民主体の地区まちづく

章

り活動を支援しました

 

。また、建築物の新築

活

・増改築時の適正な審

力

査や、管理不全空き家

あ

の所有者等への啓発、

る

指導、助言等を行い住

快

環境の維
持向上に寄与

適

しました。
○まちの魅

な

力を高める都市景観づ

ま

くりについて、市制施

ち

行85周年事業として

づ

実施した都市デザイン

く

賞、まちなみ市民賞の

り

巡回パネル展を実施す

総

るとともに、中高生景

計

観まちあるきを再開さ

掲

せ、景観
に対する意識

載

の高まりにつなげまし



頁

後も引き続き、同セン

8

ターを拠点に、寄り添

0

い
型の支援を継続しつ

、

つ、スタートアップな

8

どの新たな潮流を踏ま

1

えた創業支援を推進し

５

ます。
以上により、社

．

会情勢や環境の変化に

産

合わせた施策の柔軟な

業

見直しは引き続き必要

振

であるものの、
産業振

興

興の充実が着実に進ん

の

でいることから、施策

充

全体の評価を「Ａ」と

実

しました。

施策の方向

担

性の進捗状況
施策の方

当

向性 2018年度 20

部

19年度 2020年度

局

2021年度 2022

都

年度
(1)地域産業の

市

活性化による都市のに

活

ぎ

Ｂ Ｂ Ｂ Ａ Ａわいづく

力

りを進めます

(2)新

部

たな事業の創出や担い

施

手の育成を

Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ａ

策

支援します

市民の意識

名

2017年度 2019

関

年度 2021年度

16

連

.5% 18.2% 27

部

.9%地域産業が活性

局

化していると感じる市

地

民の割合

域社会を支えてきた産業のさらなる振興を図るとともに、企業立地の

促進に取り組みます。

総合評価
2018年度 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度

Ｂ Ｂ Ｂ Ａ Ａ
総合評価の理由

産業振興の充実のために、
○豊中商工会議所と連携してITコンシェルジュを220回派遣するとともに、「チャレンジ事業補助
金（4件）」「売上アップ応援金（55件）」「商品高付加価値化応援金（29件）」「展示会等出展
支援補助金（16件）」「IT機器導入補助金（15件）」などの各種補助金を交付し、令和5年度に向
けて「人材確保促進補助金」の創設や「チャレンジ事業補助金」への「スタートアップ支援コース
」の新設に取り組むことで、事業者の新たなチャレンジの支援につながりました。今後も引き続き
、事業者ニーズを踏まえ、柔軟に施策を見直しながら事業者の支援に取り組みます。
○プレミ

2

アム付家計応援券（紙

0

・デジタル）を活用し

2

た消費喚起策により、

3

約38億円が市内還流

年

し
、地域経済の活性化

度

につながりました。さ

政

らに、デジタル版応援

策

券の実施においては、

評

市内のキャ
ッシュレス

価

化の促進にも寄与しま

（

した。一方で、商品券

施

（応援券）事業は一定

策

期間しか使用できな
い

）

期間限定の支援となる

シ

ため、今後については

ー

、持続的な産業振興の

ト

観点から市独自の地域

（

通貨（
マチカネポイン

2

ト）を活用したデジタ

0

ル地域ポイント事業の

2

施策展開を推進します

2

。
○企業立地施策につ

年

いては、2か所目の重

度

点エリア指定の合意形

実

成を図るとともに、立

施

地促進奨励
金の交付（

分

25件）により企業立

）

地促進につながりまし

章

た。今後も継続的に重

第

点エリアや企業立地対

3

象エリア・業種の拡大

 

に取り組むなど、住宅

章

と事業所の共存・共生

 

に向けた施策を推進し

活

ます。
〇とよなか起業

力

・チャレンジセンター

あ

については、起業セミ

る

ナーを2回、起業に関

快

する個別支援を1
57

適

回実施することで、起

な

業を志す人などへの支

ま

援につながりました。

ち

また、令和5年度に向

づ

けて庄
内駅前庁舎に移

く

転し、シェアード及び

り

フリーシートを増設す

総

るなど、センター機能

計

を充実させるこ
とで利

掲

用者のさらなる利便性

載

向上を図りました。今



く

、外国人市民に寄り添

り

った多文化共生のまち

総

づくりを推進しました

計

。
以上の取組み等によ

掲

り、５年間をとおして

載

、人権が尊重されてい

頁

ると感じている市民の

8

割合が増加
しているた

4

め、施策全体の評価は

、

「Ａ」としました。

施

8

策の方向性の進捗状況

5

施策の方向性 2018

、

年度 2019年度 20

8

20年度 2021年度

6

2022年度
(1)非

１

核平和都市の実現をめ

．

ざします

Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ
(

共

2)同和問題をはじめ

に

、さまざまな人権

Ｂ Ｂ

生

Ｂ Ｂ Ｂ課題に関わる差

き

別の解消を図り、人権

る

文
化の創造を進めます

平

(3)男女共同参画社

和

会の実現に向けた取

Ｂ

な

Ｂ Ｂ Ａ Ａ組みを進めま

ま

す

(4)多文化共生の

ち

まちづくりを進めます

づ

Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ

市民の意識

く

2017年度 2019

り

年度 2021年度

38

担

.0% 40.0% 52

当

.3%人権が尊重され

部

ていると感じている市

局

民の割合

人権政策課

施策名 関連部局
年齢や性別、国籍などのちがいにとらわれず、お互いの存在を理解し尊 教育委員会

重しあって、共に生きる平和な社会の実現に取り組みます。

総合評価
2018年度 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度

Ｂ Ｂ Ｂ Ａ Ａ
総合評価の理由

共に生きる平和なまちづくりのために、
〇失われつつある戦争体験を次世代へ継承するために、豊中空襲等体験者の証言の映像化や、空襲
被害の説明板の設置、戦争遺品の寄贈の受け付け等を行いました。
〇人権課題に対する対応については、職員向けの同和問題研修教材や部落差別事象発生時の対応マ
ニュアルを作成し、職員の同和問題に対する理解と認識を深めることに寄与しました。
〇男女共同参画については、「市民・事業所意識調査」を実施し、「固定的な性別役割分担に捉わ
れないと考える」と回答した割合が高いことや、女性の

2

就労継続意識が向上し

0

ていることを把握で
き

2

ました。今後は、この

3

結果をもとに男女共同

年

参画を推進する周知・

度

啓発に取り組みます。

政

併せて
、経営者・管理

策

職、女性社員対象のセ

評

ミナーの開催、女性活

価

躍やワークライフバラ

（

ンスなどの専門
的な知

施

識や経験を有するアド

策

バイザーを６事業者に

）

派遣することにより、

シ

事業所における女性活

ー

躍
、働き方改革を推進

ト

しました。ＤＶ対策で

（

は、配偶者暴力相談支

2

援センターの周知やさ

0

まざまな事
情を抱えた

2

ＤＶ被害者等の安全確

2

保と自立支援を行うた

年

め、民間団体に委託し

度

て実施する緊急一時
保

実

護事業の検討を行いま

施

した。パートナーシッ

分

プ宣誓制度に基づく、

）

職員の福利厚生や市営

章

住宅の
入居資格要件の

第

見直しを行い、性の多

4

様性の理解を促進しま

 

した。
○多文化共生施

章

策は、改正入管法の影

 

響による外国人市民の

い

増加に対応するため、

き

福祉や子育て、
教育な

い

どの生活全般に関わる

き

適切な情報提供及び相

と

談対応を多言語で行う

心

ワンストップ型の相談

豊

窓
口を週１日から週５

か

日に開設日を拡大する

に

など体制強化を行いま

暮

した。また、外国人市

ら

民が安心・
安全に新型

せ

コロナワクチンを接種

る

できるように多言語対

ま

応の集団接種の実施や

ち

ウクライナからの避
難

づ

者の受入れを行うなど



く

A」としました。

施策

り

の方向性の進捗状況
施

総

策の方向性 2018年

計

度 2019年度 202

掲

0年度 2021年度 2

載

022年度
(1)文化

頁

芸術の創造、歴史・文

8

化資源の

Ｂ Ｂ Ａ Ａ Ａ保

8

全・活用を進めます

市

、

民の意識 2017年度

8

2019年度 2021

9

年度

57.0% 58.

２

6% 64.2%文化的

．

なまちであると感じて

市

いる市民の割合

民文化の創造 担当部局 都市活力部

施策名 関連部局
文化芸術活動の場や機会を充実させ、歴史・文化遺産を大切に受け継ぎ 都市経営部、都市活力部

、教育委員会

、魅力あふれる市民文化の創造に取り組みます。

総合評価
2018年度 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度

Ｂ Ｂ Ａ Ａ Ａ
総合評価の理由

市民文化の創造のために、
◯文化芸術の振興については、新型コロナウイルス感染対策を講じながら豊中まつりを3年ぶりに
現地開催した結果、のべ21万人が来場しました。リアルな触れ合いの機会を提供することで、リア
ルの重要さを伝えたとともに、美術展、文化芸術祭など、文化芸術活動の推進につなげました。
◯「とよなか音楽月間」１０周年記念事業を通じて次代を見通した人材育成のため、小学校、高等
学校の吹奏楽クラブと日本センチュリー交響楽団とのコラボ演奏会、未就学児とその保護者向けの
コンサートを開催するとともに

2

、こども園へのアーテ

0

ィスト派遣など、こど

2

もが文化芸術に触れる

3

とともに、取り組むき

年

っかけとなる機会をこ

度

れまで以上に創出しま

政

した。
〇豊中市に残る

策

歴史・文化財に関する

評

資料を保存・活用し、

価

次世代へ継承していく

（

ことを目的とし
て11

施

月に郷土資料館を開館

策

しました。開館後、施

）

設案内パンフレットの

シ

配布、企画展や展示解

ー

説、
開館記念講演会な

ト

どの事業を実施し、3

（

月までの来館者が30

2

00人を超えました。

0

また、市内小・中
学校

2

の保護者に対して、保

2

護者と学校との連絡シ

年

ステム「コドモン」を

度

活用して周知をはかっ

実

たこ
とにより、開館前

施

に実施してきた啓発事

分

業よりもこどもが占め

）

る割合が高い結果とな

章

りました。
〇西山氏庭

第

園は建物の保存修理を

4

実施して損傷の拡大を

 

防ぐとともに、保存修

章

理期間中に修理現場
の

 

説明会を実施し、普段

い

目に触れる機会が少な

き

い歴史的建造物の修理

い

現場を身近に見学でき

き

る貴重
な機会を提供す

と

ることができました。

心

以上、周年記念事業、

豊

郷土資料館開館にかか

か

る事業、西山氏庭園建

に

物の応急保存修理など

暮

をきっか
けに様々な事

ら

業を展開し、市民が文

せ

化芸術や郷土の歴史、

る

文化財に親しむ機会を

ま

創出し、市民の意
識も

ち

向上していることから

づ

、施策全体の評価を「



く

年度 2021年度 20

り

22年度
(1)生涯を

総

通した学びの機会の充

計

実と成

Ｂ Ｂ Ｂ Ａ Ａ果を

掲

生かせる場や機会づく

載

りを進めます

(2)生

頁

涯を通じて、健康で生

9

きがいをも

Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ

0

って暮らせる環境づく

、

りを進めます

市民の意

9

識 2017年度 201

1

9年度 2021年度

4

３

6.9% 49.6% 5

．

9.3%生きがいをも

健

って心豊かに暮らせる

康

と感じている市民の割

と

合

生きがいづくりの推進 担当部局 教育委員会

施策名 関連部局
誰もが学びや運動などの生きがいを通して、地域とつながり健やかで心 都市活力部、市民協働部

、健康医療部、教育委員

豊かに暮らせるよう取り組みます。 会

総合評価
2018年度 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度

Ｂ Ｂ Ｂ Ａ Ａ
総合評価の理由

健康と生きがいづくりの推進のために、
〇図書館、学校図書館において、子どもの読書活動支援に取り組むとともに、学校司書を対象とし
たICT活用研修等を実施し、タブレットを活用した授業実践への支援につながりました。
〇図書館への来館が困難な市民に対しての利便性を高めるため、「電子書籍貸出サービス」を開始
し、非来館型サービスの充実と音声読み上げ対応のコンテンツ等の導入による読書バリアフリーを
推進しました。
〇公民館においては、地域課題や生活課題を踏まえた講座をオンラインによる開催も含めて実

2

施し
、より広い市民の

0

講座への参加が可能と

2

なりました。また、W

3

i-Fi環境を活用で

年

きるパソコンの貸
出を

度

行うことで市民の学び

政

の環境を整備しました

策

。さらに、生徒一人ひ

評

とりの学習理解状況に

価

応じ
た個別最適な学び

（

の実現に向け、放課後

施

や土日を活用しながら

策

自宅学習を支援する放

）

課後・土日学
習支援モ

シ

デル事業を、中央、千

ー

里、庄内の公民館３館

ト

で実施しました。
〇子

（

どもの基礎体力の向上

2

をめざし、小学生を対

0

象にしたとよなかキッ

2

ズ！あそび＆スポーツ

2

☆ぷ
ろぐらむを実施し

年

、子どもたちが楽しみ

度

ながら身体を動かす機

実

会を提供しました。
〇

施

介護予防に取り組む自

分

主グループへの継続支

）

援として、質問票によ

章

る健康状態の把握や体

第

力測定
を実施しました

4

。また、把握したデー

 

タについては、OCR

章

でデータの蓄積や分析

 

・検証を行い、ICT

い

を活用した環境整備に

き

取り組むことで、課題

い

に応じた介護予防事業

き

展開の検討につながり

と

ました。
以上により、

心

健康と生きがいづくり

豊

のための支援加え、図

か

書館・公民館のICT

に

を活用した取組みに
よ

暮

る事業の推進を安定的

ら

に進めたことにより、

せ

施策全体の評価は「A

る

」としました。

施策の

ま

方向性の進捗状況
施策

ち

の方向性 2018年度

づ

2019年度 2020



9

運の形成及び、設立し

4

ている地域における
取

、

組みの充実に向け、支

9

援を行います。
　以上

5

により、情報共有・参

１

画・協働に基づくまち

．

づくりは進んでいます

情

が、自律的・継続的に

報

公
共を担う市民公益活

共

動団体の支援や、地域

有

自治組織の設立も含め

・

て、それぞれの地域の

参

特色にあっ
た手法で、

画

時代にあった地域づく

・

りを進め、地域が活性

協

化していくよう、具体

働

的な施策を進めるこ
と

に

が必要であるため、施

基

策全体の評価を「Ｂ」

づ

としました。

施策の方

く

向性の進捗状況
施策の

ま

方向性 2018年度 2

ち

019年度 2020年

づ

度 2021年度 202

く

2年度
(1)市政情報

り

の発信・提供・公開を

担

推進

Ｂ Ｂ Ａ Ａ Ａします

当

(2)市民が参画でき

部

る機会の充実を図り

Ｂ

局

Ｂ Ｂ Ｂ Ａます

(3)地

市

域課題の共有を図り、

民

協働による

Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ

協

まちづくりを推進しま

働

す

(4)多様な人たち

部

が関わる地域自治の推

施

Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ進を図りま

策

す

市民の意識 2017

名

年度 2019年度 20

関

21年度
－

連部局
人と人、人と地域、地域と地域が支えあいながら安心して暮らせる地域 総務部、人権政策課、都

市経営部、財務部、市民

コミュニティを形成し、市民・事業者・行政が目標を共有し、それぞれ 協働部、教育委員会

の役割を意識してまちづくりに取り組みます。

総合評価
2018年度 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度

Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ
総合評価の理由

○情報共有・参画・協働に基づくまちづくりのために、広報活動に関しては、ホームページへのア
クセスが瞬間的に増大した場合の負荷軽減を図るCDNを導入し、機能追加したホームページの運用
や、より読みやすく探しやすくリニューアルした広報誌の発行により、利便性・満足度の向上につ
なげました。
○広聴活動に関しては、市民の声・意見公募手続きでLINEなどデジタルを活用することにより市政
参画の機会が拡大しまし

2

た。LINEで受付け

0

た市民の声は81件増

2

加し市民の利便性が向

3

上しました。
○協働に

年

よるまちづくりにおい

度

ては、市民公益活動推

政

進助成金制度では、環

策

境や子育て支援など諸

評

課題解決の一助となる

価

よう、市民公益活動団

（

体に対し、初動コース

施

、自主事業コースをあ

策

わせて合
計18事業に

）

助成金を交付しました

シ

。協働事業市民提案制

ー

度では、２事業を採択

ト

し、庄内コラボセン
タ

（

ーのにぎわいづくり等

2

を目的に、カフェやリ

0

サイクル本販売等を実

2

施いたしました。また

2

、市民
活動情報サロン

年

機能を移転し市民公益

度

活動を推進するための

実

施設として豊中市立市

施

民公益活動支援
センタ

分

ーを開設するとともに

）

、市民公益活動団体と

章

フォーラム等様々なイ

第

ベントを実施しました

5

。
○地域自治の推進に

 

向けて、地域諸団体の

章

会議に出席し、地域自

 

治組織の必要性や設立

施

校区の事例
等の紹介、

策

意見交換を行うことな

推

どにより、地域自治組

進

織の形成に向けた支援

に

を行いました。
また、

向

2小学校区における地

け

域づくり活動計画を策

た

定に向けた取組みとし

取

て、会議への参加や、

組

専
門のアドバイザーか

み

らの指導や助言を活か

総

し、情報共有や計画づ

計

くりが円滑に進めるよ

掲

う支援を行
いました。

載

今後も引き続き、地域

頁

自治組織設立向けた機



9

ま
す。
　以上のことか

6

ら、コロナ後の状況を

、

見据えた課題は残るも

9

のの、５年間において

7

財政面における
収支の

、

改善、デジタル活用、

9

組織体制の整備と人材

8

育成、市の魅力発信、

２

多角的な連携いずれも

．

大
きく進み、持続可能

持

な行財政運営の推進が

続

図れたことから、評価

可

は「A」とします。

施

能

策の方向性の進捗状況

な

施策の方向性 2018

行

年度 2019年度 20

財

20年度 2021年度

政

2022年度
(1)公

運

正で効果的・効率的な

営

市政運営を

Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ａ

の

進めます

(2)適正な

推

公共施設マネジメント

進

を進め

Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ａます

担

(3)都市の価値の創

当

造と魅力の発信を進

Ａ

部

Ａ Ａ Ａ Ａめます

(4)

局

多角的な連携に取り組

都

みます

Ｂ Ｂ Ａ Ａ Ａ

市民

市

の意識 2017年度 2

経

019年度 2021年

営

度
－

部

施策名 関連部局
効果的・効率的に施策を展開し、都市の価値を高めながら、持続可能な 危機管理課、総務部、都

市経営部、環境部、財務

行財政運営を推進します。 部、市民協働部、福祉部

、こども未来部、都市計

画推進部、都市基盤部、

総合評価
2018年度 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度

Ｂ Ａ Ａ Ａ Ａ
総合評価の理由

持続可能な行財政運営の推進のため、
○新型コロナウイルス感染症対策や物価高騰が市民生活に与える影響に対して、国の臨時交付金の
活用や事業の見直しなどにより、必要な施策を実施しながらも、この５年間で基金残高を増加させ
ることができました。今後も物価高騰の継続や社会保障関係経費の増加が見込まれる中、一層の財
源の創出を図りながら、未来に向けた投資や、公共施設の老朽化対策に取り組みます。
○令和元年度から始まったコロナ禍においてデジタル化を大幅

2

に進め、法的な制約が

0

ないすべての
手続きを

2

オンライン化し、市民

3

サービスの利便性を向

年

上させました。また、

度

変化する状況に対応す

政

るため、柔軟な応援体

策

制を含めた全庁的な組

評

織体制を整備しました

価

。今後は地域や暮らし

（

のあらゆ
る場面で市民

施

の実感・共感が伴うデ

策

ジタル実装を進めると

）

ともに、引き続きサー

シ

ビスを提供する人
材の

ー

育成に取り組みます。

ト

○都市の魅力の発信に

（

ついては、コロナ禍に

2

おいて制限される中で

0

もストリートピアノを

2

活用した
「音楽あふれ

2

るまち」のイメージア

年

ップや市公式インスタ

度

グラムにおいて市内外

実

に向けて豊中の魅
力の

施

発信を行いました。「

分

暮らしの舞台」として

）

豊中が選ばれるよう多

章

様な事業を展開すると

第

とも
に、さまざまなメ

5

ディアを通じて、より

 

一層の市の魅力発信を

章

続けます。
○多角的な

 

連携については、大学

施

・事業者等との連携協

策

定数、災害時等相互支

推

援協定数のいずれも
増

進

加しており、繋がった

に

連携先とは、民間事業

向

者のノウハウを活かし

け

た連携事業や実証実験

た

等を実
施し、公民学連

取

携を進めることで、市

組

民サービスの向上や地

み

域課題の解決につなが

総

りました。地域
の課題

計

が多様化、複雑化する

掲

中、より多くの主体と

載

の連携によって課題の

頁

解決に向けて取り組み



1

いても、ソフト面
での

0

取組みを実施し、市民

1

意識調査の結果にも表

リ

れていることら、リー

ー

ディングプロジェクト

デ

の評
価を「A」としま

ィ

した。

施策の方向性の

ン

進捗状況
施策の方向性

グ

2018年度 2019

プ

年度 2020年度 20

ロ

21年度 2022年度

ジ

南部地域活性化プロジ

ェ

ェクト

Ｃ Ｂ Ａ Ａ Ａ

市民

ク

の意識 2017年度 2

ト

019年度 2021年

担

度
-

当部局 都市経営部

施策名 関連部局
南部地域に暮らしたい、訪れたいと思う人を増やし、南部地域に暮らす 都市活力部、財務部、市

民協働部、福祉部、こど

人々がより一層、愛着と誇りをもてるまちづくりを進めながら、“みら も未来部、都市計画推進

部、都市基盤部、教育委
いのとよなか”につながるまちづくりを進めます。 員会

総合評価
2018年度 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度

Ｃ Ｂ Ａ Ａ Ａ
総合評価の理由

南部地域活性化プロジェクトの推進のため、
○庄内さくら学園開校に向けて、予定通り学校の整備が完了しました。また、演劇ワークショップ
やミュージカルワークショップなど特色ある教育カリキュラムのモデル事業を実施し、庄内さくら
学園の魅力向上に繋がりました。
○令和5年2月に南部地域の新たな拠点となる庄内コラボセンターが予定通り開設し、南部地域の魅
力向上に繋がりました。
○南部地域活性化に向け

2

て、まち全体を学びの

0

場として捉え、音楽、

2

スポーツ、食、ものづ

3

くりの
4つの要素を子

年

どもや大人が体験する

度

「まちごと暮らスクー

政

ル」事業を庄内さくら

策

学園校区の児童
・生徒

評

に向けて開催し、南部

価

地域の魅力向上に繋が

（

りました。
○さくら学

施

園エリアの学校跡地に

策

関する個別活用計画に

）

基づき、さくら学園中

シ

学校、野田小学校、
島

ー

田小学校について民間

ト

活用による施設整備を

（

行うこととし、地域利

2

用に対する激減緩和措

0

置とし
て、令和5年度

2

以降段階的利活用する

2

ことを決定しました。

年

○グリーンスポーツセ

度

ンターでのスポーツ体

実

験「スケ―トパーク」

施

や庄内駅前での街角音

分

楽ライブ
「庄内ストリ

）

ートミュージック」を

章

開催し、南部地域活性

リ

化に資する社会実験事

ー

業を実施し、南部
地域

デ

の魅力向上に繋がりま

ィ

した。社会実験事業に

ン

携わった人たちが実行

グ

委員会形式で街角音楽

プ

ライ
ブを開始するなど

ロ

、継続した取組みに繋

ジ

がりました。
　以上の

ェ

ことから、南部地域の

ク

活性化に向けたまちづ

ト

くりについては、５年

総

間において、義務教育

計

学校・庄内コラボセン

掲

ターの整備等、ハード

載

面の整備は想定してい

頁

るスケジュール通り順

1

調に進ん
でおり、南部

0

地域に暮らす人々がよ

0

り一層、愛着と誇りを

、

もてるまちづくりにつ


